様式第１の別紙　経費明細表、資金調達内訳
（４）経費明細表　（補助事業者名：　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	事業類型
（該当箇所に☑を
してください。）
	一般型　 □革新的サービス
　　　　 □ものづくり技術

	
	小規模型　　□革新的サービス
　　　　　□ものづくり技術

	経費区分
（※は小規模の「試作開発等のみ使用可」
	A
	B
	B×2/3以内
	　

	
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	補助金
交付申請額
	積算基礎（A.税込み）

	
	（税込み）
	（税抜き）
	（税抜き）
	（税抜き）
	　

	機械装置費（単価５０万円以上）
	
	
	
	
	

	機械装置費（単価５０万円未満）
	
	
	
	
	

	技術導入費
	
	
	
	
	

	運搬費
	　
	　
	　
	　
	　

	専門家経費
	　
	　
	　
	　
	　

	合　計
	
	
	
	
	　


（５）資金調達内訳
	＜事業全体に要する経費調達一覧＞
	
	＜補助金を受けるまでの資金＞

	区　　　分
	事業に要する経費(円)
	資金調達先
	
	区　　　　分
	事業に要する経費(円)
	資金の調達先

	自己資金(税込み)
	
	
	
	自　己　資　金
	
	　

	補助金(税抜き)
	
	
	
	借　　入　　金
	
	

	借入金（税込み）
	
	
	
	そ　　の　　他
	
	　

	その他(税込み)
	
	
	
	合　　計　　額
	
	　

	合計額(税込み)
	
	
	


　　　　　
　　　　　経理担当者の役職名・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　連絡先（TEL)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（注１）費目を使用する場合、補助事業に要する経費欄、補助対象経費欄及び補助金交付申請額欄に数字を必ず記入してください

（０円不可）。

（注２）「一般型」「小規模型」いずれも設備投資が必要です。
（注３）設置場所の整備工事や基礎工事については、補助対象として認めておりません。
（注４）経費区分ごとに、事業に要する経費、補助対象経費、補助金交付申請額、積算基礎（補助事業に要する経費）を記入して
ください。なお、積算基礎には、導入しようとする機械装置の名称、型式、単価、数量など経費の内訳を記載してください。
（注５）合計のみではなく、経費区分ごとに記載してください。
（注６）「補助事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するために必要な経費を意味し、ここでは消費税を加算した税込み金額

と消費税を抜いた税抜き金額を併記してください。
（注７）「補助対象経費（税抜き）」とは、「補助事業に要する経費（税込み）」のうちで補助対象となる経費について、消費税を差し引いた金額を記載してください。なお、本事業で使用する汎用性があり目的外使用になり得るもの（例えば、事務用のパソコン・プリンタ・タブレット端末・スマートフォン及びデジタル複合機など）については「補助事業に要する経費（税込み）」となりますが、補助対象外であるため、「補助対象経費（税抜き）」にはなりません。
（注８）「補助金交付申請額（税抜き）」は、「補助対象経費（税抜き）」のうちで補助金の交付を希望する額で、その限度は、「補助対象経費」に補助率（２／３）を乗じた額（１円未満は切捨て）をいいます。
